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計【１】シート記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

緑色セル 

が記入項目です。 

は使用量 1.2 シート、使用量 3 シ

ートのデータや昨年度データから反映される項

目なので、基本的に入力不要です。 

黄色セル 

※新規登録事業者と継続事業者では黄色セル、緑色セルが異なります。 
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計【２】シート記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩

⑪ ⑫

⑬

⑭ ⑮

⑯

排出量の削減率が正に

ならない場合は原単位

の目標を設定する必要

があります。正になる

場合は目標を設定する

必要はありません。 
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計【３】シート記入例 
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計【４】シート記入例 
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計【５】シート記入例（個別票） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㉗

㉘

㉙

㉚ ㉛ 

㉜ 

排出量の削減率が正に

ならない場合は原単位

の目標を設定する必要

があります。正になる

場合は目標を設定する

必要はありません。 

原油換算エネルギー使用量が 1500kl 未満

で目標設定をする場合はシート右下にあ

るオプションボタン（目標設定をする）を

選択してから記入をしてください。（右図） 
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計画書 補足説明 
（データ連携）としているところは、はじめにシート、使用量 1.2 シート、使用量３シートや過年度データとデ

ータ連携をしています。変更がある場合は上書き入力をしてください。 
（自動計算）としているところは自動で計算し、数値を表示させます。 

①事業者 ID 

（データ連携） 

はじめにシートから自動でデータが反映されます。新規事業者は空欄となります。 

②提出日 提出日を記入してください。 

③提出者の住所・氏名 

（データ連携） 

 提出者の住所・氏名を記入してください。代表者から権限を委任されている者が

計画書等を提出する場合は、委任状を添付した上で、受任者の名前で提出してくだ

さい。前年度までに委任状を提出しており、代表者及び受任者に変更がない場合、

委任状は提出不要です。 

１ 地球温暖化対策事業者等の概要 

 ④事業者の名称及び代

表者の氏名 

（データ連携） 

 事業者の名称と代表者の氏名を記入してください。 

⑤主たる事業所の所在

地 

（データ連携） 

 本社の所在地を記載してください。本社が市外にある場合は、その所在地を記載してく

ださい。 

⑥主たる事業の業種  

（データ連携） 

主たる業種の名称をプルダウンから選択してください。なお、名称については日本標準

産業分類を御参照ください。  

⑦該当する事業者の要

件 

 （データ連携） 

基準年度の以下の要件に応じて該当する号数をチェックしてください（数に該当す

る場合は複数にチェック）。 

1 号該当：市内の全事業所における原油換算エネルギー使用量が 1,500kl 以上で

連鎖化事業者以外 

２号該当：市内の全事業所における原油換算エネルギー使用量が 1,500kl 以上で

連鎖化事業者 

３号該当：市内を使用本拠地とする自動車の使用台数が基準年度末において 100

台以上 

任意：上記以外 

 ・原油換算エネルギ

ー使用量 

・市内全事業所数 

・原油換算エネルギ

ー使用量が 500ｋl

以上の事業所数 

 （データ連携） 

※第３号該当のみの事業者は記入対象外 

「使用量 1.2 シート」から、基準年度における各値が反映されます。 

原油換算エネルギー使用量は、提出年度に設置していた全ての市内事業所に係る使用量を

記載してください。 

・自動車の台数 

 （データ連携） 

※第１、２号該当のみの事業者は記入対象外 

「使用量 3 シート」から基準年度における自動車の台数が反映されます。 

前年度の 3 月 31 日時点において使用している自動車の台数を記載してください。 

２ 計画期間  

 ⑧計画期間 【入力は不要です】 

なお、「年度」は、４月１日から翌年３月 31 日までを指します。 

３ 温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針 

 ⑨温室効果ガスの排出

の抑制等を図るための

基本方針 

本計画を推進するにあたり、本市における事業活動に伴う温室効果ガスの排出の抑

制等に向けた基本的な方針を記入してください。 

また、事業者全体として地球温暖化対策に取り組んでいる中での、本計画の位置付

け（市内の事業所の取組内容が、全社の取組と同じであるのか、異なる部分があるの

かなど）について記入してください。 
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４ 公表方法 

⑩公表方法 

（データ連携） 

計画書の公表方法を記載してください。 

広く公表できるよう、ホームページによる公表を推奨します。 

窓口での閲覧の場合、所在地は、市内事業所ではない場所（市外の本社等）も可能です。 

５の１ 温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第１号及び第２号該当事業者） 

※第３号のみ該当の事業者は５の２に記入してください。 

 ⑪特定温室効果ガス排出量 

   基準年度 

（データ連携） 

基

礎 

基準年度の値は、「使用量 1.2 シート」から反映されます。  

基準年度における、すべての事業所のエネルギー使用に係る排出量（電気の場合

は基礎排出係数を使用）の合計を記載してください。 

算定に用いる基礎排出係数は、最新の値を使用してください。 

使用量 1.2 シートを使用しない場合は、算定の根拠資料と基準年度における事

業所の一覧（事業所名、住所の記載があるもの）を提出してください。 

なお、以下のア～ウに該当する場合は、排出量算定にあたり、市との協議が必要

となりますので、市の担当者まで御連絡ください。 

ア 他市等との境界線上に事業所を設置する 

イ 他市等との境界線上に設置された事業所を取得する 

ウ 発電事業者の発電所 

調

整

後 

基準年度の値は、「使用量 1.2 シート」から反映されます。「６ クレジットに関

する取組状況」を記入することで、自動表示されます。 

基準年度における、すべての事業所のエネルギー使用に係る排出量（電気の場合

は調整後排出係数を使用）の合計から、クレジットによる特定温室効果ガス削減相

当量を差し引いた値を記入してください。 

 目標年度 基

礎 

計画期間に実施する排出抑制対策や事業活動の状況を勘案し、目標年度（計画期

間の最終年度）の基礎排出量を設定してください。 

削減率は自動計算されるので入力は不要です。 

 調

整

後 

計画期間に実施するクレジット購入等を勘案し、目標年度（計画期間の最終年度）

の調整後排量を設定してください。 

削減率は自動計算されるので入力は不要です。 

⑫原単位 排出量の削減率が正とならない場合、排出原単位の目標設定が必要です。 

排出量の削減率が正となる場合は任意です。 

原単位の指標を１つにできないときは、寄与度の合計から算出し、削減率を設定してく

ださい。 

原単位あたりの排出量の目標設定が行えるのは、計画書のみです（計画期間の途中で

設定することはできません）。 

 基準年度 

（データ連携） 

基準年度の値は、「使用量 1.2 シート」から反映されます。  

目標年度 計画期間に実施する排出抑制対策や事業活動の状況を勘案し、目標年度（計画期間の

最終年度）の排出原単位を設定してください。 

排出原単位は、数値が１以上となるように単位を調整して設定してください。記載は

小数第２位までとしてください。 

削減率は自動計算されるので入力は不要です。 

削減率 

（自動計算） 

排出原単位の削減率が、以下の通り自動計算されます。 

削減率＝（基準年度の原単位－目標年度の原単位）／基準年度の原単位×100 

なお、計算途中は各項目の端数処理後の数値で計算し、算出結果の小数第２位を四捨

五入し、小数第１位までの値が表示されます。 

⑬排出の抑制に係る

目標の設定の考え方 

目標年度の排出量について、前提条件等、設定の考え方を記入してください。 
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５の２ 温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第３号該当事業者） 

※第１号及び第２号のみ該当の事業者は５の１に記入してください。 

 ⑭特定温室効果ガス排出量 

   基準年度 

（データ連携） 

 

基

礎 

基準年度の値は、「使用量３シート」から反映されます。 

基準年度に使用した、すべての自動車のエネルギー使用に係る排出量の合計を記

入してください。 

年度途中に抹消・移転・変更を行った自動車も含めて排出量を算定します。 

レンタカー事業者の保有する自動車は、自動車を借り受ける人が燃料補充の上、

返還するケース（満タン返し）が多いと想定されます。このように燃料使用量の把

握が困難な場合には、走行距離（km）を燃費(km／L)で除した値を燃料使用量とし

て排出量を算定します。 

排出量の算定に用いる排出係数は、最新のものを使用してください。 

使用量３シートを使用しない場合は、市担当者へ御連絡ください。 

調

整

後 

基準年度の値は、「使用量３シート」から反映されます。「６ クレジットに関す

る取組状況」を記入することで自動表示されます。 

基準年度における、すべての自動車のエネルギー使用に係る排出量の合計から、

クレジットによる特定温室効果ガス削減相当量を差し引いた値を記入してくださ

い。 

 目標年度 基

礎 

計画期間に実施する排出抑制対策や事業活動の状況を勘案し、目標年度の基礎排

出量を設定してください。 

削減率は自動計算されるので入力は不要です。 

 調

整

後 

計画期間に実施するクレジット購入等を勘案し、目標年度（計画期間の最終年度）

の調整後排量を設定してください。 

削減率は自動計算されるので入力は不要です。 

⑮原単位 ⑫を参照してください 

⑯排出の抑制に係る

目標の設定の考え方 

⑬を参照してください 

６ クレジットに関する取組状況 

 ⑰クレジットの名称 

（データ連携） 

 

基準年度に取得したクレジットをプルダウンから選択してください。 

記載したクレジットの概要（認証削減量や内容などが判明できるもの）を示した資料

を提出してください。 

プルダウンで選択できるクレジットは、次の表の通りです。表中にないクレジットを

記載する場合は、市へ削減相当量の換算方法を御相談ください。 

選択肢の名称 クレジットの種類 

J-クレジット J-クレジット制度により認証 

グリーンエネルギー・クレジット グリーンエネルギーCO2 削減相当量認証制度によ

り認証 

電気の非化石証書 JEPX が発行する⾮化⽯証書  

山梨県南都留郡道志村（横浜市民

ふるさと村） 

横浜市民ふるさと村から創出されたクレジット 

 

 ⑱特定温室効果ガス

削減相当量 

（データ連携） 

認証された削減量を記入してください。非化石証書等の電力量に関するクレジット

は、特定温室効果ガス削減相当量へ変換して記入してください。特定温室効果ガス削減

相当量は、調整後排出量に自動計算で反映されます。 

⑲オフセット対象範

囲等 

（データ連携） 

オフセットの対象範囲を、市内の事業所と特定できるように記入してください 
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７ 設備の新設、更新等の計画 

 ⑳照明設備 LED 等の高効率照明設備の新設、更新等について、計画期間中の実施有無を選択し

てください。 

「有」を選択した場合は、具体的な計画を記載してください 

「無」を選択した場合は、記入不要です 

㉑再エネ設備 再生可能エネルギー利用設備の新設、更新等について、計画期間中の実施有無を選択

してください。 

「有」を選択した場合は、具体的な計画を記載してください 

「無」を選択した場合は、記入不要です 

㉒上記以外 照明設備、再エネ設備以外の設備の新設、更新等について、計画期間中の実施有無を

選択してください。 

「有」を選択した場合は、具体的な計画を記載してください 

「無」を選択した場合は、記入不要です 

８ 次世代自動車の導入状況 

 ㉓計画期間での導入

予定台数 

計画期間中に導入予定の次世代自動車の数を、自動車種別に記入してください。導入

予定がない場合は、「０（ゼロ）」を記入してください 

㉔保有台数 

（データ連携） 

前年度３月31 日時点で保有している次世代自動車を、自動車種別に記入してください。保

有していない場合は、「０（ゼロ）」を記入してください 

９の１ 重点対策の実施状況及び計画（第１号及び第２号該当事業者） 

９の２ 重点対策の実施状況及び計画（第３号該当事業者） 

 ㉕対策状況及び計画 基準年度の重点対策の対策状況及び計画（「①管理基準等の設定状況」及び「②実施

状況」）を対策ごとに、を選択してください。 

状況の判断については、別途定める「重点対策の判断基準」を参照してください。 

重点対策に関する根拠資料の提出は不要です。 

㉖備考 対策の実施にあたり、留意すべき事項があれば記入してください。 

記入すべき事項がなければ記入は不要です。 
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計画【個別票】シートの補足説明 

※基準年度における原油換算エネルギー使用量が 500kl 以上の事業所ごとに作成してください。 
３号該当事業者は記入対象外です。 

（個別票）１ 事業所等の概要 

 ㉗事業所等の名称 

事業所等の所在地 

原油換算エネルギー使用量 

（データ連携） 

「報７シート」から、基準年度における各値が反映されます。 

㉘延床面積 

（データ連携） 

事業所における建築物の総延床面積を記入してください。 

㉙事業所等の区分 

所有形態 

エネルギー管理権限 

それぞれの項目について、プルダウンで選択してください。プルダウンの選択

リストは次の表の通りです 

事業所等の区分 所有形態 エネルギー管理権原 

 工場 

 熱供給施設 

 発電施設 

 上水道・下水道施設 

 廃棄物処理施設 

 事務所 

 事務所（電算施設） 

 事務所（テナントビル） 

 商業施設 

 宿泊施設 

 医療施設 

 研究施設 

 教育施設 

 文化施設 

 倉庫 

 その他 

 所有（オーナー） 

 賃貸（テナント） 

 その他 

 全てあり 

 一部有り 

 無し 

 

（個別票）２ 温室効果ガスの排出の抑制に関する目標等の状況 

 ㉚特定温室効果ガス排出量 

（データ連携） 

「使用量 1.2 シート」から、基準年度における排出量が反映されます。 

㉛原単位 

（データ連携） 

排出原単位の目標設定をしている場合のみ、記入してください。 

排出原単位及び原単位の指標を記入してください。 

㉜排出の抑制に係る目標

の設定の考え方 

 目標年度の排出量について、前提条件等、設定の考え方を記入してください。 

なお、原油換算エネルギー使用量が 1,500kL 以下の事業所については、目標

設定が任意であるため、デフォルトでは、グレー網掛けで記入ができない状態に

なっています。目標設定をする場合は、欄外で「記入する」を選択した上で、記

入をしてください。 

 

 

 


